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１．問題の所在
（１）問題意識
地方税収の格差が問題視されるようになって久しい。地方税収の格差
は、例えば2011年度の都道府県で見ると、税収が最大の自治体と最小の
自治体のものを比較した最大最小倍率が82.2倍、税収の平均値からのばら
つきを示す変動係数が182.6％となっている１）。一方、人口の格差は21.6
倍、95.9％、県内総生産（2010年度）は49.6倍、135.3％である。つまり、
税収の格差は、人口や経済の格差がその根本にあることは間違いないもの
の、地方税制が税収の格差を助長していると考えられる２）。
全国で各種の標準的な行政サービスを保証することが多い単一制国家に
おいて、地方税収の格差は、大規模な移転財源を必要とすることになる。
地方税収や移転財源などを財源として支出した都道府県別歳出では、最大
最小倍率が18.0倍、変動係数が88.1％に縮小され、県内総生産だけでなく
人口の格差も下回っている。しかし、移転財源については、現行でさえ地
方交付税において多額の財源不足が慢性化し会計処理を担っている交付税
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及び譲与税配付金特別会計には借入金残高が33.3兆円（2013年度末見通し）
あるうえ、国の財政難から今後も同様の規模を維持可能か不明である。そ
もそも、地方分権社会において、できる限り地方税収の格差は縮小すべき
である。
昨今の地方税収の格差をめぐる大きな動きとしては、2004年度から
2007年度にかけて実施された三位一体の改革をあげることができる。今
日の自治体財源格差を考えるうえで、三位一体の改革の考察は不可避であ
ろう。三位一体の改革への評価の多くは、自治体間の税収及び財源全体の
格差を拡大したというものである。確かに、一部の大都市圏自治体では財
源が豊かになる一方、地方圏の多くの地方自治体が財源難に苦しむ現状か
ら、そうした見方は正しいように思える。ただし、それは全面的に正しい
評価か、検討の余地がある。
そもそも三位一体の改革にあたり、政府は道府県民税（所得割）及び市
町村民税（所得割）への税源移譲及び定率化が、自治体間の税収格差是正
に効果があると喧伝していた（図１）。三位一体の改革全体では自治体間
の財源の格差が拡大したとしても、地方税、とくに改革の対象となった道
府県民税（所得割）及び市町村民税（所得割）のみに焦点を絞った場合、
どのような影響を及ぼしたか検証する必要がある。ただし、当時の政府の
喧伝についても、疑問点は多い。地方税の偏在是正効果といっても、それ
がどの程度のものか、都道府県と市町村を混同した議論が適切かなどであ
る。
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図１　税源移譲及び定率化に関する総務省HPの記述
②によって地方税が減る影響は、高額所得者が多い団体に大きく作
用し、①によって地方税が増える影響は、全ての納税者に発生するた
め、全ての団体に作用することから、10％比例税率化には偏在是正
効果がある。
（出所）総務省HP
（２）先行研究と本稿の目的
税源移譲及び定率化に関連する研究は、三位一体の改革の内容を議論し
ていた時期や改革中に実施されたものが多数を占める。実際に行われる政
策が対象のため、それは当然のことであろう。なかでも、その集大成と言
うべき位置付けのものとして、日本地方財政学会（2006）をあげること
ができよう。ただし、この時期の研究や議論の多くは、地方財政全体に関
するものであり、個別の地方自治体への影響をテーマにしたものは少数で
あった。そうしたなか、大阪府内の７市１町のシミュレーション分析を実
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施した長沼（2007）は、この時期の個別の地方自治体の動きを取り扱っ
た重要な研究となっている。また、税収全体と再分配効果の変化を予想し
た、深江・望月・野村（2010）も、貴重な研究成果である。
一方、税源移譲及び定率化実施後の実証研究は、少数にとどまっている
が、地方税全体を47都道府県で実証分析した田近・宮崎（2011）や、財
源全体を市町村で実証分析した市島（2010）のように、三位一体の改革
を検証した研究成果として注目すべきものがある。また、税源移譲はその
一部ではあるが、アンケート調査による研究に、近畿２府６県市町村を対
象とした梅原（2008）や愛知県市町村を対象とした市島（2012）もある。
ただし、税源移譲及び定率化された税目のみに焦点を当てた研究で、さら
に改革以外の要因による変化分を除いて、各地方自治体の動きを検証した
ものは見当たらない。
本稿では、三位一体の改革前後における地方税収の自治体間格差の推移
を確認したうえで、個人住民税（所得割）への税源移譲及び定率化によっ
て、自治体間の税収格差が是正の方向に効果があったのか、逆に格差拡大
に向かったのか分析し、また、その規模を検証する。そして、三位一体の
改革前後において、税収格差が変化した原因を分析する。その際、人口や
経済の動き、他の税制改正など、税源移譲及び定率化以外の影響を検証
し、できる限り税源移譲及び定率化のみによる影響を抽出するように心が
けている。そして最後に、三位一体の改革とは何だったのかを、税源移譲
及び定率化の部分から検討する。
分析においては、都道府県分と市町村分を区別し、本稿では都道府県分
を取り扱う。そして、実際の影響については、各都道府県単位で分析をお
こなっている。分析の時期としては、税源移譲等（2007年度）と三位一
体の改革全体（2004～07年度）の前後を主な対象としている。
白鷗法学　第20巻２号（通巻第42号）（2014）224
２．税源移譲及び定率化の内容
（１）三位一体の改革の全体像
三位一体の改革は、2002年６月の「骨太方針第２弾」（経済財政運営
と構造改革に関する基本方針2002）において「三位一体」３）を初めて明記
し事実上スタートした。そして、実際の制度等の改革は、2004年度から
2007年度にかけて実施された。三位一体の改革とは、地方財政の主要な
歳入項目である、地方税、国庫支出金（国庫補助負担金）、地方交付税を
一体として改革するものである。
改革の背景には、財源面での地方分権の進展と国の財政難があった。財
源面での地方分権には、大きく二つの方向性がある。第一に、地方にとっ
て使途が自由な財源を増やすこと、第二に、地方独自の財源を増やすこと
である。前者の使途の自由な財源を増やすということであれば、かつて
1980年代後半に、高率補助金の原則廃止が実施された。これは、国が地
方を支配するツールとして国庫支出金が利用されているといった観点から
スタートした改革である。地方自治体の事業の実施に必要な財源のほとん
どを補助金等でまかなうことができる場合、住民のニーズがどこにあるか
というよりも、補助金が取れるか否かという観点で事業を選択してしまう
恐れがあった。そこで、対象事業に占める補助金の比率の高い高率補助金
を原則として廃止し、補助率全般の引き下げを実施した。たとえば一般国
道の道路改築の補助事業でいえば、1984年度まで事業費の3/4を補助金と
して交付していたが、1985年度は2/3、1986年度に6/10、そして1987年度
に5.75/10へと順次引き下げられていった。これにより、国庫支出金総額
は減少した。しかし、歳出規模はそのままに歳入のなかで国庫支出金のみ
が削減されたとなると、地方財政計画を通じて地方交付税の総額を拡大す
ることにつながる。地方交付税は地方自治体にとって使途が自由な一般財
源であり、特定財源である国庫支出金から代替された。
三位一体の改革では、地方独自の財源を増やすことが強調された。つま
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り地方税の増加であり、国庫支出金や地方交付税の削減である。大都市圏
の地方自治体の財政難にともなう不満への対応や、国の財政負担の軽減も
改革の狙いにあった。
三位一体の改革の全体像をまとめておこう。三つの財源のうちもっとも
時間をかけて議論された国庫支出金（国庫補助負担金）改革は、全体で
約4.7兆円となった。このうち、地方自治体が引き続き実施する必要があ
り税源移譲する分が、3.1兆円である。引き続き国の予算に計上するもの
の、手続きを簡素化し執行を弾力化する交付金化分は0.8兆円、事務事業
そのものを廃止するスリム化分が１兆円となっている。主要な事務事業で
は、廃止も議題にのぼった義務教育費国庫負担金について、国庫負担の割
合は従来の1/2が1/3となり、8,500億円程度の減額及びその分の税源移譲
となった。児童扶養手当は従来の国庫負担割合3/4が1/3に引き下げられ、
児童手当は従来の2/3が1/3となった４）。
地方交付税改革は、地方交付税を地方交付税総額圧縮のために起債され
る臨時財政対策債を合わせた枠組みで約5.1兆円の減額となった。税源移
譲による減額効果以外の改革の内容として、段階補正の縮小による小規模
市町村の算定について効率的な団体を基礎とすることでの縮減があった。
算定の簡素化としては、都道府県分の補正係数を概ね半減するとともに、
事業費補正を縮減している。また、地方財政計画と決算との乖離を是正す
るために、過剰に計上されていた投資的経費（単独事業）を2005年度に
7,000億円、2006年度は２兆円それぞれ減額し、過少計上となっていた経
常的経費（単独事業）は2005年度に3,500億円、2006年度は１兆円をそれ
ぞれ増額した。
国税から地方税への税源移譲は、税制改正の見込み税収として３兆100
億円であった。2006年度税制改正において、国税である所得税から地方
税である個人住民税（所得割）への税源移譲を実施した。また、あわせて、
所得税と個人住民税（所得割）の税率構造も変更されている。それまで累
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進税率だった個人住民税（所得割）は、税源移譲後一律10％（道府県民
税と市町村民税の合計）となった。定率化の目的は、そもそも所得再分配
は国の役割とすべきものであり、また累進所得課税は所得の高い人が多く
住む地域の税収がより多くなり税収格差を拡大するため、地方税として不
適当な制度だからというものであった。
（２）税源移譲及び定率化
三位一体の改革のうち、本稿の分析対象である税源移譲及び定率化は、
所得税が2007年分から、個人住民税（所得割）は2007年度分から適用と
なった。それまでは、所得譲与税等で対応していた。簡単に、税源移譲の
過程を押さえておこう。
税源移譲のはじまりは2004年度で、所得税の一部（4,249億円）を所得
譲与税化し、それを都道府県と市区町村に1/2（2,125億円）ずつ譲与した。
また、税源移譲予定特例交付金として、都道府県向けに2,309億円を交付
した。2005年度は、所得譲与税を１兆1,159億円に増額し、都道府県へ
6,695億円、市区町村へ4,464億円譲与した。税源移譲予定特例交付金も同
様に増額し、6,292億円を都道府県向けに交付した。2006年度には、税源
移譲予定特例交付金を廃止し所得譲与税に一本化したうえ、最終的な税源
移譲の総額に匹敵する３兆94億円の規模に増額し、都道府県へ２兆1,794
億円、市区町村へ8,300億円譲与した。そして、税源移譲を実施した2007
年度には、税制改正による見込み税収として総額３兆100億円、うち道府
県民税（所得割）が２兆1,800億円、市町村民税（所得割）は8,300億円の
増加となった。
税源移譲及び定率化のポイントのひとつが、所得税と個人住民税（所得
割）を合計した各納税者の税負担額を、原則として変えないようにしたこ
とである。個人住民税（所得割）の税率引き上げ及び定率化に合わせて、
税負担が変化しないように所得税の税率構造を調整した。
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具体的には、道府県民税（所得割）について、従来の700万円まで２％、
700万円超が３％だった税率を一律４％として、市町村民税（所得割）に
ついて、それまでの200万円まで３％、200万円超700万円まで８％、700
万円超10％を一律６％に改正した。一方、所得税の税率は、330万円まで
10％、330万円超900万円まで20％、900万円超1,800万円まで30％、1,800
万円超は37％と４段階の税率区分だったが、195万円まで５％、195万円
超330万円まで10％、330万円超695万円まで20％、695万円超900万円まで
23％、900万円超1,800万円まで33％、1,800万円超は40％と６段階に改正
された５）。
（３）地方財源全体で見た三位一体の改革の実績
税源移譲及び定率化を含む三位一体の改革による地方財政の財源全体へ
の影響を、実績から確認してみよう。税源移譲に関しては、ほぼ改革案
（３兆円）通りの規模を達成している。改革開始前の2003年度（決算）は、
道府県民税（所得割）2.2兆円、市町村民税（所得割）5.5兆円の合計7.7兆
円だったが、改革後の2007年度（決算）は、道府県民税（所得割）4.5兆
円、市町村民税（所得割）7.1兆円の合計11.6兆円と3.9兆円増加した。改
革案よりも税収の増加が大きいものの、それは恒久的減税として実施され
ていた定率減税が2006年度に半減され（計3,880億円増収）、2007年６月
に廃止された（計4,274億円増収）影響が大きかった。なお、その後個人
住民税（所得割）の税収は2008年度に合計12.1兆円まで増加したものの、
リーマン・ショックに端を発した世界同時不況の影響により減収となり、
2011年度（決算）は道府県民税（所得割）4.3兆円、市町村民税（所得割）
6.5兆円の合計10.8兆円にとどまっている。
国庫支出金（国庫補助負担金）の削減は、改革案で3.1兆円だった。改
革開始前の2003年度（決算）と改革後の2007年度（決算）を比較すると、
都道府県分が7.8兆円から5.1兆円へと2.7兆円の削減、市町村分が5.2兆円
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から5.1兆円へと0.1兆円の減少となっている。地方交付税と臨時財政対策
債の削減については、改革案が5.1兆円削減だった。2003年度と改革後の
2007年度を比較すると、都道府県が12.7兆円から9.4兆円に3.3兆円減少、
市町村は10.6兆円から8.1兆円へと2.5兆円減少となった。地方交付税と臨
時財政対策債の削減幅が改革案よりも大きくなった理由としては、地方税
の増収が定率減税廃止などの影響により、改革案に比べ大きかったことが
あげられる。
地方財政の財源全体として、三位一体の改革による純計額は、改革案が
5.2兆円の減収を予定していたものの、実際には4.7兆円の減少にとどまっ
た。改革案よりやや小幅の減収にとどまった背景には、上述のように地方
税収の増加が改革案を上回ったことが大きい。ただし、三位一体の改革全
体として見れば、ほぼ改革案通りの実績を達成したと見てよいだろう。
３．税収格差是正効果の検証
（１）道府県民税（所得割）税収額・一人あたり税収額
税源移譲及び定率化による税収格差是正効果を検証するため、まず道府
県民税（所得割）の税収額について見てみよう（表１）。税収額は税源移
譲によって拡大し、2007年度には前年度比85.8％増加した。税収額が最大
の都道府県（2006年度は東京都）と最小の都道府県（同鳥取県）を比較
した最大最小倍率は、前年度の51.4倍から2007年度に50.3倍へとわずかに
低下したものの、その後は拡大したのち、若干低下している。税収の平均
値からのばらつきを示す変動係数についても、2007年度は135.0％と前年
度の136.9％から若干低下したものの、その後は横ばいもしくは若干の上
昇傾向にある。
次に、道府県民税（所得割）一人あたり税収額の推移を見てみよう。最
大最小倍率は、2.9倍から3.1倍の範囲内でほぼ横ばいで推移している。た
だし、世界同時不況後の税収減が顕著に出た2010年度は、やや低下して
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いる。税源移譲及び定率化直後の2007年度における変化は、ごくわずか
である。変動係数については、やはり2007年度に若干の低下が見られた
ものの、その後上昇し、やはり2010年度に低下している。変化の幅で見
ると、税源移譲及び定率化が実施された2007年度よりも、世界同時不況
の影響が現れた2010年度の方がかなり大きい。
こうしたことから、少なくとも、道府県民税（所得割）の税収額や一人
あたり税収額の格差を示す数値の推移から、税源移譲及び定率化による明
確な格差是正効果は確認できない。
各都道府県の道府県民税（所得割）の税収額の傾向値を見ることで、税
源移譲及び定率化による税収格差是正効果を確認してみよう。税源移譲前
（2000～03年度）と税源移譲後（2007～10年度）について、各都道府県の
道府県民税（所得割）税収額の伸び率を比較すると、財政力指数が高い都
道府県ほど伸びが大きいことがわかる（図２）。つまり、傾向的に見れば
都道府県間の税収格差は拡大していることになる。一人あたり税収で見る
と、税収額ほど顕著な傾向ではないものの、やはり財政力が強いほど伸び
が大きい傾向にあった。
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表１　道府県民税（所得割）の都道府県格差の推移（決算）
年　度 2003 04 05 06 07 08 09 10 11
?
?
?
?
?
平均 億円 464 452 468 519 964 1,027 1,014 939 923
最大最小倍率 倍 45.6 47.7 49.8 51.4 50.3 52.5 53.5 53.1 52.8
標準偏差 億円 617.4 608.2 637.2 710.5 1301.5 1403.7 1393.4 1290.3 1273.0
変動係数 ％ 133.0 134.5 136.1 136.9 135.0 136.7 137.4 137.4 138.0
????????
加重平均 千円 14.6 16.8 17.3 19.2 35.7 38.0 37.5 34.8 34.2
最大最小倍率 倍 3.0 3.0 3.1 3.1 3.0 3.1 3.1 2.9 2.9
標準偏差 千円 3.5 3.5 3.7 4.1 7.4 8.0 8.0 7.1 7.0
変動係数 ％ 20.5 20.7 21.2 21.3 20.8 21.2 21.3 20.5 20.5
全国合計税収額 億円 21,822 21,255 22,007 24,396 45,318 48,246 47,679 44,135 43,368
（注）税源移譲以外で税収への影響が大きかった改正には、2006年度定率減税縮小（1,220
億円）､ 2007年度同廃止（1,341億円）、2008年度住宅ローン減税導入（△640億円）
がある
（資料）総務省編『地方財政統計年報』により作成
図２　道府県民税（所得割）の税源移譲及び定率化前後の伸び率
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（注）各都道府県について、2007～10年度平均の道府県民税（所得割）を、2000～03年
度平均と比較したもの
（資料）総務省編『地方財政統計年報』により作成
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（２）三位一体の改革対象財源全体の変化
都道府県の三位一体の改革の対象となった財源全体で見ると、格差が三
位一体の改革によってかなり拡大したことがわかる（図３）。三位一体の
改革前（2000～03年度）と改革後（2007～10年度）について、もともと
財政力指数の高い一部の自治体ほど三位一体の改革の対象財源が大きく伸
び、財政力指数の低い自治体ほど大きく減少している。都道府県全体で見
ると、この間、改革対象財源全体が5.3％減少しており、38道府県が減少
する一方、９都府県は増加している。
財源が減少し予算編成に苦慮する自治体が出る一方、道府県民税（所
得割）が顕著に拡大した東京都は、地方債残高を順調に縮小している。
2000年度末を100とした場合、2011年度末における東京都の地方債残高は
75.3と大きく減少している。東京都を除いた道府県は、同じ時期に131.7
と累増しているのと対照的である。臨時財政対策債を除いた地方債残高を
見ると、東京都を除いた道府県が97.3と、2000年度に比べやや減少してい
るものの、東京都の数値とは比較にならない（東京都は臨時財政対策債の
残高はゼロ）。2000年度を100とした普通会計歳出額が、2011年度で東京
都は94.6、東京都を除く道府県が95.6と大差ないことを考慮すれば、財源
面での充実が地方債残高削減に大きな効果を持っていることがわかるだろ
う。
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図３　三位一体の改革対象財源の伸び率（都道府県）
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（注）１． 2007～10年度平均の道府県民税（所得割）＋国庫支出金＋地方交付税＋臨時
財政対策債を、2000～03年度平均と比較したもの
　　　２．市町村分は含まない
（資料）総務省編『地方財政統計年報』により作成
４．格差是正効果が働かなかった原因
（１）課税構造と理論税収
前章で見たように、三位一体の改革において実施された税源移譲及び定
率化は、都道府県間の地方税収格差縮小につながらなかっただけでなく、
その後の推移を見れば逆に拡大傾向にある。本章では、その原因を分析す
る。
そもそも道府県民税（所得割）の定率化は、それまで２％と３％の２段
階だった税率を、すべて引き上げて４％一律にするものであった。低い税
率を引き上げるとともに、高い税率を引き下げる形の改正と比較すれば、
大幅な格差是正が望める内容ではない。しかし、税源移譲及び定率化の前
年度である2006年度の課税構造を見れば、東京都の税収の伸び率は他の
道府県に比べ小さくなり、多少は税収格差が是正されたはずである（表
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２）。３％の税率が適用されていた課税標準額700万円超について、2006
年度の納税義務者数は東京都が全体の22.4％を占めていた。東京都の人口
が全国の人口に占める比率は、2006年度で9.9％のため、納税義務者の割
合はその２倍を超える。しかも、課税標準額・算出税額・所得割額は26％
台とさらに高くなっており、東京都に所得の高い層が人口比よりもかなり
高い割合で集まっていることを示している。
税源移譲及び定率化では、東京都の占める比率がとくに高い３％の税率
が課税されていた部分は、税率の引き上げによる税収増の効果は１ポイン
ト分のみである。一方、道府県で占める比率が東京都よりかなり高い課
税標準額700万円以下では、税率は２％から２ポイント上昇して２倍とな
り、課税標準額などが変わらなければ、その部分における税収も倍増する
はずである。そのため、理屈のうえでは、税源移譲及び定率化は道府県民
税（所得割）の税収格差を縮小するはずであった。
2006年度の人口・経済・定率減税等がそのまま継続されたと仮定し
て、道府県民税（所得割）への税源移譲及び定率化による理論税収の推移
を試算してみよう（表３）。2006年度の課税構造が維持された場合の理論
税収は、納税者義務者数や課税標準額等が2006年度のまま変わらないと
仮定し、2007年度の税率引き上げ（２％､ ３％→一律４％）のみが実施
された場合のもので、定率減税は減税額がそれぞれ続いたと想定する６）。
試算結果は、2006年度の道府県民税（所得割）税収を100とした場合、東
京都が191、東京都を除く道府県は196で推移するというものになった。
つまり、それほど大きいものではないが、理論上、税収格差は縮小したは
ずである。一方、実績を見れば、2007年度は東京都193、東京都を除く道
府県200と、東京都を除く道府県の方が理論税収よりも大きくなっている
ものの、2008年度以降の減少が東京都よりも東京都を除く道府県の方が
大きく、2008年度においてすでに199で東京都と東京都を除く道府県が並
び、2011年度では東京都が179、東京都を除く道府県は176と税収の格差
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が拡大している。
表２　道府県民税（所得割）の課税構造（2006年度）
課税標準額の段階
東京都 道府県計 都道府県計
万人､ 兆円 構成比（％）万人､ 兆円 構成比（％）万人､ 兆円 構成比（％）
人　口 1,270 9.9 11,520 90.1 12,790 100.0
非納税義務者数 664 9.1 6,632 90.9 7,296 100.0
納税義務者数
700万円以下 564 10.6 4,741 89.4 5,305 100.0
700万円超 42 22.4 147 77.6 189 100.0
課税標準額
700万円以下 12.42 12.9 83.75 87.1 96.17 100.0
700万円超 7.38 26.3 20.64 73.7 28.02 100.0
算出税額
700万円以下 0.24 12.8 1.66 87.2 1.90 100.0
700万円超 0.18 26.1 0.50 73.9 0.67 100.0
所得割額
700万円以下 0.23 12.9 1.53 87.1 1.76 100.0
700万円超 0.17 26.1 0.49 73.9 0.66 100.0
（注）１． 課税標準額､ 算出税額､ 所得割額の700万円超は、課税標準額700万円超の対
象者の全額を計上しており、当該者の700万円以下分の課税標準額等を含む
　　　２．所得割額は、算出税額から税額控除や減免を実施した後のもの
（資料）総務省自治税務局『市町村税課税状況等の調』、東京都総務局行政部市町村課『市
町村税課税状況等の調』、東京都総務局行政部区政課『市町村税課税状況等の調
（特別区関係）』、国立社会保障・人口問題研究所『人口統計資料集』により作成
表３　2006年度の課税状況が継続した場合の理論税収と実績の推移
（2006年度＝100）
年度 2006 07 08 09 10 11
実　績
東京都 100 193 199 196 180 179
道府県計 100 200 199 196 178 176
2006年度
課税構造維持
東京都 100 191 191 191 191 191
道府県計 100 196 196 196 196 196
（注）2006年度課税構造維持の理論税収は、納税者義務者数や課税標準額等が2006年度
のまま維持されたと仮定し、2007年度の税率引き上げ（２％､ ３％→一律４％）
のみが実施された場合のもの。定率減税は、減税額がそれぞれ続いたと仮定（調
整控除は税源移譲等で不可欠な仕組みなので導入を前提）
（資料）総務省自治税務局『市町村税課税状況等の調』、東京都総務局行政部市町村課『市
町村税課税状況等の調』、東京都総務局行政部区政課『市町村税課税状況等の調
（特別区関係）』により作成
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（２）格差拡大の主な原因
理論上、効果は小さいながらも税収格差が縮小するはずだった税源移譲
及び定率化は、なぜ逆に格差拡大の実績につながったのだろうか。理論税
収と実績の違いを生んだ大きな原因として、人口動態、経済変動、そして
定率減税廃止をあげることができる。
まず人口について、税源移譲及び定率化の前年度であった2006年度と
比較すると、東京都は増加し2011年度で４％増となっているのに対し
て、東京都を除く道府県計では逆に１％減少している（表４）。納税義務
者数を見ると、課税標準額700万円以下について、東京都は2006年度から
2011年度の間、５％増加したのに対して、道府県計では１％減少してい
る。課税標準額700万円超の納税義務者数は、リーマン・ショックに端を
発した世界同時不況の影響で東京都・道府県計ともに減少しているもの
の、減少幅に違いがある。東京都は４％減にとどまっているのに対して、
道府県計は15％減少している。
納税義務者あたり課税標準額は、東京都が2008年度まで増加、道府県
計は横ばいで推移したのち、2009年度以降はともに減少している。2009
年度以降の減少は、世界同時不況の影響と考えられ、減少幅を見ると東京
都と道府県計でほぼ同じである。課税標準額は、やはり2008年度までは
上昇傾向にあり、とくに東京都の伸びが顕著だったものの、その後は低下
している。落ち込みの幅は東京都に比べ道府県計の方が大きく、2006年
度と比べ、2011年度は700万円以下について東京都が98と微減にとどまっ
ているのに対して、道府県計は91まで低下している。700万円超について
は、東京都も89まで低下しているものの、道府県計は85とより大きく落
ち込んでいる。
こうしたことから、東京一極集中と言われる人口動態や経済変動が、短
い期間であっても道府県民税（所得割）の税収格差を拡大する方向に働い
たことがわかる。
白鷗法学　第20巻２号（通巻第42号）（2014）236
次に、定率減税の廃止の影響を分析してみよう。定率減税として、
2005年度分までは、個人住民税（所得割）の15％で上限４万円、所得税
の20％で上限25万円が税額控除された７）。そして2006年度分では、個人
住民税（所得割）の7.5％で上限２万円、所得税の10％で上限12.5万円と
半減され、2007年度分から廃止された。東京都と道府県計の定率減税半
減及び廃止の影響を測るため、2005年度及び2006年度において定率減税
による税額控除額が算定税額に占める比率を比較してみる（表５）。そ
れによると、2005年度、2006年度ともに、東京都の算定税額に占める定
率減税による税額控除額の割合は、道府県計のものよりも低くなってい
る。2005年度では東京都が8.6％、道府県計は11.1％、2006年度は東京都
で4.2％、道府県計が5.6％だった。これは、個人住民税（所得割）の定率
減税の上限額が低かったため、東京都でより上限額に達する者の比率が高
かったことと、東京都の課税標準額が高かったことによると考えられる。
そのため、定率減税の半減及び廃止による増収率は、東京都よりも道府県
計の方が大きかったと考えられる。
つまり、定率減税の半減及び廃止は、道府県民税（所得割）の税収格差
是正に効果があったはずであることがわかる。それでもなお、道府県民
税（所得割）の税収格差が拡大したのは、上述の人口動態や経済変動によ
る税収格差拡大の効果が、定率減税縮小及び廃止による格差縮小効果を上
回ったからである。
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表４　道府県民税（所得割）の課税構造の推移（2006年度＝100）
課税標準額 年度 2006 07 08 09 10 11
人口
東京都 100 101 102 103 104 104
道府県計 100 100 100 100 100  99
納税義務者数
700万円以下
東京都 100 102 104 106 105 105
道府県計 100 101 102 102  99  99
700万円超
東京都 100 105 109 108  98  96
道府県計 100 102 103 100  86  85
納税義務者あたり課税標準額
東京都 100 101 102  98  91  91
道府県計 100 100 100  97  91  91
課税標準額
700万円以下
東京都 100 103 105 103  98  98
道府県計 100 101 101 99  91  91
700万円超
東京都 100 106 111 104  89  89
道府県計 100 103 103  99  87  85
（資料）総務省自治税務局『市町村税課税状況等の調』､ 東京都総務局行政部市町村課『市
町村税課税状況等の調』､ 東京都総務局行政部区政課『市町村税課税状況等の調
（特別区関係）』、国立社会保障・人口問題研究所『人口統計資料集』により作成
表５　定率減税による税額控除額が算定税額に占める比率
課税標準額の段階 2005年度 2006年度
東京都
700万円以下 12.9％ 6.5％
700万円超  2.4％ 1.1％
計  8.6％ 4.2％
道府県計
700万円以下 13.5％ 6.9％
700万円超  2.8％ 1.4％
計 11.1％ 5.6％
（注）算定税額は、課税標準額に税率を適用し算出されたもので、税額控除や減免を経
て実際の所得割額となる
（資料）総務省自治税務局『市町村税課税状況等の調』、東京都総務局行政部市町村課『市
町村税課税状況等の調』、東京都総務局行政部区政課『市町村税課税状況等の調
（特別区関係）』により作成
５．今後の課題
三位一体の改革による道府県民税（所得割）への税源移譲及び定率化は、
全都道府県で大幅な税収増をもたらした。しかし、従来の２段階の税率
を両方とも引き上げるものであり、元々大幅な税収格差の是正を望める内
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容ではなかった。ただし、多少の税収格差是正にはつながるはずであり、
また定率減税廃止による是正効果が加わることで、その効果の強化が期待
できたはずである。しかし、三位一体の改革後の人口動態や、世界同時不
況をはじめとした経済変動で税収格差是正効果は霧消し、逆に拡大してし
まった。しかも、税源移譲及び定率化は、国庫支出金（国庫補助負担金）
や地方交付税・臨時財政対策債の縮小と一体でなされたものであり、財源
全体で見た格差は大幅に拡大することとなった。
今後、市町村民税（所得割）への税源移譲及び定率化について、同様の
分析を行うことで、税源移譲及び定率化による影響の全体像を描くことが
可能となる。ただし、三位一体の改革の影響が規模の面で大きかったのは
都道府県である。税源移譲についてはその72％が道府県民税向けのもの
で、市町村民税向けは28％分に過ぎない。これは、国庫補助負担金の改革
にあたり示した改革目標額を達成するために、規模の大きかった義務教育
費国庫負担金などに焦点を当てて削減したことが主な原因である。そうし
た削減規模の大きかった国庫補助負担金の多くが都道府県向けのものだっ
たことで、税源移譲のバランスもこうした姿になった。本来であれば、一
件の規模が小さい奨励的・財政援助的補助金こそが地方分権の推進という
観点で問題があり、それを丹念に精査すべきであった。そうすれば、市町
村分がもう少し大きな割合の税源移譲となったはずである。また、地方税
のなかの法人所得課税を縮小して、他の課税ベースを拡大することができ
れば、税収格差の是正には多大な効果を有したはずである８）。
今後の研究課題としては、より詳細に各自治体の動向を捉えることや、
分析の枠組みを拡大し、地方交付税や臨時財政対策債、そして国庫支出金
の分析を加えることが考えられる。また、同様の分析手法から、今後発生
すると想定される課題、すなわち地方消費税率引き上げによる影響や問題
点を予測することにも、取り組む必要があるだろう。
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注＊ 本稿は、中央大学経済研究所財政研究部会2012年度第６回研究会（2013年３月９日）
における報告の前半部分に基づいている。財政研究部会所属研究員による、報告への
建設的なコメント等に感謝する。なお、本稿に残る誤謬などは、すべて筆者の責任に
帰する。
１）ここでのデータは、総務省編『都道府県決算状況調』、総務省編『市町村別決算状況
調』、内閣府経済社会総合研究所『県民経済計算』により作成。なお、東京都につい
ては、都税として徴収した市町村税相当額（2011年度19,414億円）を控除した額で
推計している。
２）地方税制のなかで、税収格差を生む最大の要因は、法人所得課税である。例えば
道府県民税（法人税割）の2011年度における最大最小倍率は136.0倍、変動係数が
201.0％である。
３）「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2002」第４部の３．国と地方、において、
「国庫補助負担金、交付税、税源移譲を含む税源配分のあり方を三位一体で検討し、
それらの望ましい姿とそこに至る具体的な改革工程を含む改革案を、今後一年以内
を目途にとりまとめる」としていた。
４）児童手当は、2010 ・11年度は子ども手当、2012年度からは再び児童手当となり、国
庫負担割合は2/3に戻されている。
５）その後所得税の税率は改正され、2015年分から、1,800万円超4,000万円まで40％、4,000
万円超45％となった。
６）個人住民税（所得割）と所得税では人的控除額に差があるため、同じ所得金額でも
所得控除後の課税所得金額は個人住民税（所得割）の方が大きくなり、税率構造が
変わらないようにしただけでは各個人の負担する税額の合計が高くなる。この負担
増を調整するため、税源移譲及び定率化に合わせて調整控除が設けられた。調整控
除は、税源移譲及び定率化にあたり不可欠な仕組みなので、導入を前提に試算して
いる。
７）定率減税は、アジア通貨危機に対する景気対策のひとつとして1999年から実施され
たものである。
８）税収格差是正をもたらす具体的な税制改正の方策については、浅羽（2009）を参照
せよ。
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